











































































































た Dyreng et al.（2010）の研究では、複数の企業
に在籍した経営者について、その移動を追跡した





















































で除した Cash Effective Tax Rate（以下、「キャッ
シュETR」とする）を提唱し、アメリカの単年度、
5 年及び 10 年累積データを用いて税負担削減行
動を観察している。アメリカにおける税率分布は、



























計 算 さ れ る 会 計 上 の 実 効 税 率（Effective Tax 
Rate：ETR、以下「ETR」とする）が、法定実効




















































































































(2)　カ レ ン ト 実 効 税 率（Current Effective Tax 
Rate：カレント ETR）






























て本稿で扱う税率は (3) の ETR を用いる。
(4)　長期 ETR





行動を測ることができない。そこで Dyreng et 













































































キャッシュETR ○ － － ○
カレント ETR － ○ － ○


















は次のように提示される。誤差項ε i は、N(0, 1
2)
に従う確率変数である。
　ETR i ＝α0 ＋β1 売上高自然対数i ＋β2 売上高
成長率i ＋β3 総資産事業利益率i+ β4 負
債比率i ＋β5 運転資金 i ＋εi
Ⅳ．サンプルの選択
　本稿では非上場企業の1年（2009年）、5年（2009
～2013 年）及び 10 年（2004～2013 年）のデータ
を用いて、単年 ETR 及び長期 ETR の分布の比較
を行う。Bureau van Dijk の Orbis を用いて、日本

























い企業のみを選択し、1 年、5 年、10 年の分布を




2009～2013 年において決算期変更を行っていない会社を選択 25,479（23,951） 図 1
2009～2013 年、かつ、2004～2008 年の税引前利益合計が正となる企業を選択 15,628（14,690） 図 2
上記 14,690 社のうち、中小法人を抽出 （13,932） 図 3
上記 14,690 社のうち、大法人を抽出 （758） 図 4













れる欠損金のことで、2008 年 3 月 31 日までに開
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のが多い。すなわち図 3 及び図 4 の結果は中小法
人が表 2 の優遇措置を受けている証拠であるとい
える。なお、資本金 3,000 万円、1,000 万円の区
分で分布を確認したが、図 3 の分布の形状とほと
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表 5　基本統計量
変　　 数 平均値 標準偏差 最大値 中央値 最小値
売 上 高 自 然 対 数
売 上 高 成 長 率
総資産事業利益率
負 債 比 率



























ETR 売上高自然対数 売上高成長率 総資産事業利益率 負債比率 運転資金
E T R
売 上 高 自 然 対 数
売 上 高 成 長 率
総資産事業利益率
負 債 比 率





























帰分析の結果は、表 7 から表 9 に示している。表
































差異はあるが、例えば、2009 年 4 月に開始した
事業年度では、法人税率は 30% であるところ、




















表 8　税負担削減行動の決定要因分析：中小法人 ( 資本金 1 億円以下 )［11,226 社］
















表 9　税負担削減行動の決定要因分析：大法人 ( 資本金 1 億円超 )［624 社］














































の影響を排除する前の ETR の分布では、ETR が
0% 付近の企業の集団が相当数存在したにもかか
わらず、排除した後では、5 年及び 10 年分布に
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